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Abstract 
Stratospheric ozone depletion caused by emission of chemicals including chlorofluorocarbon (CFCs) is one of 
the global environmental problems. Vienna Convention adopted in 1985 and Montreal Protocol on Substances that 
Deplete the Ozone Layer (Montreal pact) adopted in 1987 oblige participant nations to regulate production of chemicals 
including CFCs (ozone-depleting substance) in order for all nations to cooperate in protecting the ozone layer. 
Japan has enacted Law Concerning the Protection of the Ozone Layer and launched measures to suppress 
emission of ozone-depleting substance, rationalization of its usage, and regulate its production based on the law. 
Additionally, Japan has adopted Vienna Convention and Montreal pact. 
This paper intends to analyze the policymaking process leading to the enactment of Law Concerning the 
Protection of the Ozone Layer. Additionally, because it is pointed out that Chemical Substances Control Law enacted in 
1973 has influenced on discussion on Law Concerning the Protection of the Ozone Layer, authors try to analyze the 
significance of Chemical Substances Control Law in Japanese environmental policy. 
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政府は、1972 年 4 月、関係省庁の局長からなる「Ｐ
ＣＢ汚染対策推進会議」を設置し、通商産業省の行
政指導による生産・使用規制、関係省庁による汚染













案」が、1973 年、第 71 回国会に提出され、同年 9
月 18 日に可決13成立した（昭和 48 年法律第 117 号。
本稿では以下「昭和 48 年化審法」という。）。 
昭和 48 年化審法の施行後、1974 年にはＰＣＢが
特定化学物質に指定され14、その後、1979 年に 2 物












































































































































































































































なかったため、1985 年の第 13 回 UNEP 管理理事会
において、フロン規制を実施する議定書の策定に向













Ozone Depleting Substances）（フロン 5 種類（フ






























































































































































































































































































































































3 月 4 日に国会に提出され、4 月 12 日に衆議院、4
月 27 日に参議院で可決された。 




















































































 昭和 48 年化審法の制定過程においては、環境庁に
期待された環境政策の観点からの創発が弱く、環境


























































巻 1 号(1996)7-9 頁を参照。 
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4 大塚直『環境法（第 3 版）』（有斐閣、2010 年）14-16
頁、鷺坂長美『環境法の冒険』（清水弘文堂書房、
2017 年）37-39 頁ほかを参照。 
5 宇都宮深志『環境理念と管理の研究 地球時代の
環境パラダイムを求めて』（東海大学出版会、1995
年）12 頁は、1988 年から 1991 年を「地球環境政
策の萌芽期・形成期」としている。 








1999 年）4-6 頁を参照。 
8 久保はるか「条約の国内法化プロセスにおける既
存の政策領域・組織体制への配置―オゾン層保護の
場合―」甲南法学 53 巻 3 号(2013)135-209 頁を参
照。 










(last visited on May 20, 2017)を参照。 
10 昭和 48 年版環境白書 277-287 頁、昭和 49 年版
環境白書 125-127 頁を参照。 
11 前掲注 10 昭和 48 年版環境白書を参照。 
12 昭和 47 年 6 月 16 日衆議院会議録第 40 号（一）
1193 頁「ポリ塩化ビフェニール汚染対策に関する決
議案」と趣旨弁明を参照。 
13 法案は、昭和 48 年 6 月 22 日に参議院を通過、
同年 9 月 18 日衆議院を通過した。 
14 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律
施行令（昭和 49 年政令第 202 号）第１条を参照。 
15 昭和 48 年化審法の特定化学物質は、その後の法
改正により、現行化審法における第一種特定化学物




(last visited on May 20, 2017)から「第一種特定化
学物質一覧」を参照。 
16 橋本道夫「有害化学物質対策―行政としての新し
い課題―」かんきょう 11 巻 3 号(1986)9-11 頁を参
照。 
17 通商産業省・前掲注 9 の 2 頁を参照。 
18 昭和 48 年化審法第 3 条第 1 項。 
19 昭和 48 年化審法第 4 条第 1 項。 




上記の点については、昭和 48年 6月 19日参議院
商工委員会、公害対策及び環境保全特別委員会連合





総理府・厚生省・通商産業省令第 1 号）を参照。 
21 昭和 48 年化審法第 4 条第 5 項。 





上記の点については、昭和 48年 6月 21日参議院









25 昭和 48 年化審法第 27 条。 
26 昭和 48年 5月 11日参議院公害対策及び環境保全














 また、昭和 48年 9 月 11日衆議院商工委員会会議
































































32 環境庁設置法第 5 条を参照。環境庁長官は、環
境の保全を図るため特に必要があると認めるときは、
関係行政機関の長に対し環境の保全に関する重要事
項について勧告することができる（第 5 条第 3 項）
ほか、当該行政機関の長に対し、その勧告に基づい
てとつた措置について報告を求めることができ（第




ができる（第 5 条第 5 項）とされていた。 
33 前掲注 20 の高山恒雄委員の質問に対する三木武
夫環境庁長官の答弁を参照。 





 上記について、昭和 48年 7月 20日衆議院商工委




 このほか、前掲注 26、28 の国会質疑を参照。 
35 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律
施行令（昭和 49 年政令第 202 号）附則第 3 項。 
36 環境庁設置法及び行政管理庁設置法の一部を改
正する法律（昭和 49 年法律第 103 号）第 1 条。 
37 環境庁組織令の一部を改正する政令（昭和 49 年
政令第 235 号）。 
38 環境庁組織規則の一部を改正する総理府令（昭和













(last visited on May 20, 2017)を参照。 


























と対策 24 巻 2 号(1988)41-46 頁を参照。
46 OECD 環境委員会 40 周年記念誌「Celebrating
40 Years of the OECD Environment Policy
Committee」61-63 頁を以下の OECD ホームページ
http://www.oecd.org/env/epoc.htm (last visited on
May 20, 2017)から参照。
 また、通商産業省・前掲注 43 の 25 頁を参照。 
47 UNEP の活動については、Mostafa K. Tolba 
with Rummel-Bulska, Global Environmental 
Diplomacy, MIT Press paperback 2008,55-59 頁、
ペネロピ・キャナン、ナンシー・リッチマン『オゾ
ン・コネクション』（日本評論社、2005 年）68 頁、






巻 10 号(1981)35-39 頁を参照。
50 森、高田・前掲注 49 の 38 頁、昭和 56 年版環境
白書 163 頁を参照。












53 行政指導により、フロン-11 とフロン-12 の生産
能力を当分の間増加しない等とした。昭和 56 年版





















研究 68号(1988)17-35 頁、通商産業省・前掲注 43、



























62 井村、小林・前掲注 56 の 30-31 頁、久保・前掲
注 8 の 175 頁を参照。
63 井村、小林・前掲注 56の30-31頁を参照。なお、
小宮義則「フロン等規制問題と日本の対応」公害と















程」法学教室 173 号(1995)23-26 頁、平岡秀夫「政





66 昭和 63 年 1 月 11 日付け環境庁「オゾン層の保護
に関する法律案要綱」（開示文書）を参照。 




示文書）、昭和 63 年 1 月 13 日付け環境庁「昭和
63 年 1 月 12 日付け通産省意見に対する意見」（開
示文書）を参照。 
68 1988 年 1 月 15 日朝日新聞「製造数量など規制 
フロンガス法案固まる 通産省・環境庁」と題する
記事、同年 1 月 21 日朝日新聞「フロン法案は通産
省が提出」と題する記事を参照。
69 時の法令 1323 号 80-83 頁を参照。





71 環境庁・前掲注 43 の 163 頁を参照。
72 前掲注 26 を参照。
73 前掲注 68 の 1 月 21 日付け記事を参照。
74 週刊エネルギーと環境 992 号(1988.2.4)（『エネル
ギーと環境総覧第 6 巻』所収）を参照。




(last visited on May 20, 2017)
また、外務省の以下のホームページも参照。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/jyoyak




78 環境庁・前掲注 43 の 164 頁を参照。

























85 以下の 2014 年 9 月 10 日付 UNEP/WHO のプレ
スリリースの中で、アヒム・シュタイナーUNEP




-climate (last visited on May 20, 2017)を参照。
86 WMO/UNEP「政策決定者向けアセスメント オ
ゾン層破壊の科学的アセスメント 2014」
（Assessment for Decision-Makers Scientific




(last visited on May 20, 2017)を参照。 
その和文総括要旨は気象庁の以下のホームページ
http://www.data.jma.go.jp/gmd/env/ozonehp/repor
t2014/o3assessment.pdf (last visited on May 20, 
2017)を参照。 
87 化審法について、2017 年 3 月、毒性が特に強い
新規化学物質の管理の強化を図ること等を内容とす
る改正案が提案され、同年 5 月 30 日に成立してい
る。平成 29 年 4 月 4 日参議院経済産業委員会会議









visited on May 20, 2017) 
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